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奈良女子高等師範学校における文部省主催｢成人教育婦人講座」
一聴講者の実態分析を中心として一
森岡伸枝
だが、文部省や委嘱先はどのような女性を主な
聴講者として設定していたのか、などの実態に
ついては論じていない。そこで、本論では、全
国で初めて開催された奈良女高師の婦人講座に
着目し、聴講者の実態についてできるだけ明ら
かにしたいと思う。
なお、本論と直接関わる研究としては、奈良
女高師における母の講座を教化作用の視点から
分析した山村淑子の論文が挙げられるが、その
前身の婦人講座については各年度の講義科目等
が紹介されるにとどまっている(6)。また、『大
阪府教育百年史』では奈良女高師の婦人講座に
ついて、聴講者の学歴や年齢等が一覧表で明ら
かにされているが、そのことを奈良女高師がど
う受け止めていたのかは、論じられていな
い(7)。よって本論では、奈良女高師における婦
人講座の実態に着目し、奈良女高師や文部省が
描いていた聴講者像を中心にみていくことにす
る。取り扱う資料は奈良女子大学附属図書館所
蔵の『成年婦人講座書類』(8)を主に用い、文部
省社会教育課長の小尾範治の書簡とそれに対す
る奈良女高師校長槇山栄次の返信「案」等を検
討する。こうして奈良女高師における婦人講座
の実態から、奈良女高師と文部省との聴講者像
の違いについて明らかにすることを本論の目的
とする。
はじめに
文部省主催成人教育婦人講座は、大正14
(1925)年に文部省が奈良女子高等師範学校へ委
嘱する形で、女性用の成人教育講座として大阪
市で開催したのを始めとする(1)。大正15(1926)
年以降は、文部省自らが東京女子高等師範学校
において開いた他は、直轄学校や県へ開催を委
嘱していった。文部省主催成人教育婦人講座
(以下婦人講座と記す）の委嘱先は年度毎に異
なっていたが、奈良女子高等師範学校（以下奈
良女高師と記す）は昭和4(1929)年まで継続し
て開催が任されていたという特徴を持つ(2)。
そして、奈良女高師に婦人講座開催を依頼し
た文部省社会教育課長の小尾範治は「女子教育
の為に中等以上の学校を限りなく増加し、或は
大多数の女子をそこへ入学せしめることは、少
くとも今日の事情の下では不可能である。それ
故に女子教育の普及発達の為には、単に学校教
育にのみたよることを図らず、寧ろ社会教育的
施設に俟つことが一層適切であり、又可能なる
道」 (3)だという。ゆえに婦人講座の開催は、高
等女学校へ行かない女性の教育の在り方に国家
が関心を向けたものとして、女子教育史上の意
義が認められるだろう。とはいえ、婦人講座の
実態については、不明な点が多い。
これまでの研究において、婦人講座は社会教
育史の観点から取り上げられてきたが、全国で
の本講座の開催状況はほとんど明らかにされて
こなかった(4)。かつて論者は1920年代における
全国の婦人講座について検討し、その開催状況
や講座内容、開催時期などを明らかにした(5)。
第1章聴講者像の違い－文部省と奈
良女子高等師範学校－
文部省は第1回婦人講座の開催にあたり、奈
良女高師との手紙のやり取りを何度も行ってい
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る。そのなかで、文部省は奈良女高師に聴講対
象、講義科目や時間数などの具体的な中身につ
いての案を提出させ、何度も改訂させた。この
経緯から、両者の婦人講座の聴講者像の違いを
みてみたい。まず、大正14(1925)年2月に文部
省社会教育課長小尾範治が奈良女子高等師範学
校長槇山栄次宛に出した書簡を検討する。
シタル者」を聴講者として想定しており、高等
女学校卒業程度の教育を行おうとしていたこと
がわかる。
(資料2） 大正十四年三月十八日起案三月
二十日発送｢小尾文部書記官二照会案｣('0）
（略）成人教育婦人講座実施要項
一．会場大阪市立船場小学校講堂
二．時期大正十四年九月十九日(土） ヨリ
十一月二十一日(土)マデ毎土曜日
午後一時ヨリ四時マテ三時間ヅ、
十回
三・学科目
（一)思想問題と其の批判（八時間）
講師伊藤 恵
（二)良き児（略）（九時間）同桑野久任
（三)食物ノ理解ト其応用（八時間）
同波多腰ヤス
科外
洗濯化学ノ発達（二時間）
講師石澤吉麿
四．聴講者約二百名
ママ
中等女学校ノ課程ヲ修了シタル者及之二
相当シタル者
五聴講料金壱円一．講師手当 百円
伊藤講師百二十円 桑野講師百円
波多腰講師三拾円 石澤講師 （略）
(資料’） 文部省小尾範治より奈良女高師校
長槇山栄次への書簡(大正14年2月26日付)(9)
※句読点は発表者による。以下同様。
（略）本省に於てハ、社会教育施設の一端
として、思想の善導、科学智識の普及奨励、
生活の改善、能率の増進、趣味娯楽の純化向
上の途を講じ、大正八年以来年次全国各地に
於て大学直轄学校に委嘱し、社会教育公開講
演を開催し、貴校ニハ多大の御尽力に預か
り、多大の効果を収め申候｡一昨年度よりハ、
従来実施の結果に鑑み、之を統制ある組織と
なし、特に正規の学校教育を受け得ざる一般
成人にして、夫々商工業其の他の実務に従事
せるものに限り、一定の学科を長期間に亘り
受講せしむる講座を敷設し（略）特に御校に
は場所を大阪に定め、婦人講座御開設相願
度、本省の希望二有之候。尤も御承知の通り
経費僅少にして、委員講師事務取扱等手当を
約五百円位にして、二科目乃至三科目位御開
設願上度候｡(略)夫々御含みの上御計画の上、
何分の御回答相煩ハし度、豫め内議に及び申
候。 敬具 二月廿六日小尾範治
このような奈良女高師の案に対し、文部省は
大正14(1925)年3月26日付の書簡で聴講費は徴
収することはやめて「雑費」を徴収すること、
そして講師手当は「僅少」なので「一時間約五
円」とするように指示した('1)。また、「聴講者
資格ハ御承知の通りの施設二付、主として正規
の学校教育を受け得ざる者とし、特に願出づる
ものハ、之をも許すことに致度、従って専門程
度の内容を授くるも、其の教へ方ハ平易簡明に
願上度候」という。つまり文部省は聴講費を無
これによると、文部省は組織的な社会教育講
座の開催を決め、 「正規の学校教育を受け得ざ
る一般成人」に対して婦人講座を開くように、
奈良女高師に依頼していることが看取できる。
では、奈良女高師はどのように婦人講座をと
らえていたのだろうか。 （資料2）によれば、
ママ
｢中等女学校ノ課程ヲ修了シタル者及之二相当
－20－
り毎週水曜日土曜日の二回之を開き十一
月十四日 （土曜）まで十五回毎回午後
一時より四時まで
三聴講員定員を約二百名とし主として中
等学校の教育を受ける事の出来なかった
成年婦人の入会を希望しますが、其他の
方でも特に願出でられたときには許可し
ます。 （略）
四学科
（一） 思想問題と其の批判(十四時間）
講師奈良女子高等師範学校教授
伊藤 恵 （略）
（二） 良き児（十四時間）
講師奈良女子高等師範学校教授
桑野久任 （略）
（三） 食物ノ理解ト其応用（十四時間）
講師奈良女子高等師範学校助教授
波多腰ヤス（略）
科外
洗濯化学ノ発達（三時間）
講師奈良女子高等師範学校教授
石澤吉麿
償とすること、そして「主として正規の学校教
育を受け得ざる者」に対する「平易簡明」な教
え方を強調し、誰でも聴講できるように奈良女
高師へ指示していたのである。
このことから、文部省は聴講対象について、
奈良女高師とは異なった見方をしていたといえ
る。つまり、奈良女高師が婦人講座で目指した
のは高等女学校卒業者への再教育であり、その
意味で聴講者を限定していたが、文部省は広く
一般の女性への補習教育を考えていたのだ。そ
して奈良女高師は、文部省の指示に従うことに
した。それは、大正14(1925)年4月に出された
奈良女高師校長槇山の文部省社会教育課長小尾
への返事から読み取れる。槇山は、ここで聴講
ママ
者を（資料2）のような「中等女学校ノ課程ヲ
修了シタル者及之二相当シタル者」とせず、文
部省の意向に沿うように「正規ノ学校教育ヲ受
け得ザル者トス。其他ノ者ニハ特二願出テタル
場合二限り許可スルコト」 と変更してい
るのだ(12)。さらには同年9月に奈良女高師が
配布した婦人講座の宣伝ビラの案（資料3）で
は、聴講対象を「主として中等学校の教育を受
ける事の出来なかった成年婦人の入会を希望し
ます」といい、奈良女高師は中等教育を受けら
れなかった、広く一般の女性を対象とすること
になり、当初の案とは全く異なる聴講者像を明
記することになった。
広く一般の女性を募集するという文部省の認
識は、婦人講座の前身にあたる成人教育講座か
ら伺える。成人教育講座の第1回は、大正12
(1923)年に大阪外国語学校において文部省の委
嘱により開設された。ここで聴講者は「商工業
其の他の実務に従事し、中等学校の学科課程を
了へざる一般成人中熱心なる希望者より選定、
但し年齢二十五歳以上の男子に限り」聴講を可
能とし、 「特に正規の学校教育を受け得ざる一
般成人」とされていたのである('4)。つまり成
人教育講座について、文部省は高学歴ではない
者を主たる聴講対象として考えていたのだ。さ
らに、昭和2(1927)年5月24日の全国の成人教
育講座に対する文部省の指示では、 「講義ハ凡
ソ高等小学校卒業程度ヲ基準トシ、徒ラニ高キ
(資料3） 成人教育婦人講座開設(13）
男子に対して成人教育の必要であると同じ
ことに、女子に対しても此教育を施すこと
は、極めて緊要であります。文部省に於ては
本年より当大阪市に於て、第一着に成人教育
婦人講座を開設することに成りました。 （略）
大正十四年九月 奈良女子高等師範学校
婦人講座要項
一会場大阪市立船場小学校講堂
二時期大正十四年九月十六日 （水曜） よ
－21－
二失セス、国民生活ノ実情二適当ナラシムルコ
ト」とし、高度な内容を教えないように注意し
ている('5)。実際に、文部省は｢学カノ低キモノ、
年齢ノ高キモノ及特二熱心ナルモノニ」優先的
に聴講を許可したという('6)。
これと同様のことが婦人講座でもなされ、文
部省によって開催された東京女子高等師範学校
における婦人講座では、総代2名が受講者から
選出され、その基準は「就学程度低クシテ年齢
長ケタルモノ」「比較的教養アリ聴講者ノ世話
人格二当ルモノ」とされた('7)。また、すでに
触れたように、昭和2(1927)年に文部省社会教
育課長の小尾範治は「女子教育の為に中等以上
の学校を限りなく増加し、或は大多数の女子を
そこへ入学せしめることは、少くとも今日の事
情の下では不可能である｣('8)ため、婦人に対す
る社会教育が重要であるとしたように、高等女
学校へ行かない者への社会教育を考えていた。
以上のことから、聴講者像についてみると、
当初、奈良女高師は中等教育修了者とした一方
で、文部省は中等教育を受けなかった者として
おり、両者の対象とするものは全く異なってい
たといえる。
そして興味深いのは、奈良女高師は文部省の
指示を受けて、聴講者を「主として中等学校の
教育を受ける事の出来なかった成年婦人」と変
ママ
更したものの、講座内容は当初の「中等女学校
ノ課程ヲ修了シタル者及之二相当シタル者」へ
向けて考えていた科目に全く変更を加えなかっ
たことである。それは(資料2）と(資料3）の講
座科目を比較することで確認できる。ゆえに、
奈良女高師は婦人講座を実質的には高学歴者の
再教育の場として捉えていたと考えられる。
また、奈良女高師は聴講者として主婦を中心
に考えていたようである。講座開催の時期など
について文部省は「九月十二日開設十二月十九
日頃閉講計十五回」を提案し、その理由を「大
阪外語始め、他方ハー科目約三十時間として計
画致され居候間、十時間にてはちと短か過ぎ
る」とし他の大阪外国語学校などの成人教育講
座と同様に婦人講座を進めていこうと考えてい
た(19)。これに対し、奈良女高師は、12月まで
の講座では婦人が多忙ゆえに不都合であると
し、開催期間は12月まで延長せずに週に2回婦
人講座を開催することを提案し(20)、文部省の
許可(2')を得ているのである。このように、奈
良女高師は主婦の生活に配盧しながら婦人講座
をすすめていったといえよう。
では次に、婦人講座の実態に着目し、実際に
どのような女性が聴講していたのかをみていく
ことにする。
第2章婦人講座の実態～聴講者の属性～
ここでは奈良女高師の聴講者の属性（職種・
学歴・年齢）についてみていきたい。筆者はこ
れまで、全国における婦人講座の科目の一覧表
を作成してきた(22)。これをもとに、奈良女高
師の婦人講座の科目を示すと （表1)の通りで
ある。
全国の婦人講座では「家事」「衛生」の科目
を置くところが多いが(23)、奈良女高師ではそ
れを全く設定していない時期 （昭和2(1927）
年、昭和3(1928)年）がみられる。また、奈良
女高師では「銀行一般」（昭和2年)、「経済学大
意」（昭和3年)、「日本の財政経済の現状」（昭和
4(1929)年）など全国の婦人講座ではあまりみ
られない科目を設定している。このことから奈
良女高師の婦人講座では、女性の教養が性別に
とらわれずに幅広く考えられていたといえる。
また、 「銀行一般」 （昭和2(1927)年）の内容
は「銀行ノ種類」「銀行利用者ノ注意」等であ
り(24)、「公衆作法二就テ」 （昭和3(1928)年）の
内容は「会食二関スル事項」 「外国人二対スル
心得」 「贈答二関スル事項」等であった(25)。こ
ういった知識が必要な者は、そう多くはいなか
ったはずであり、奈良女高師は非常に限られた
－22－
(表1） 奈良女子高等師範学校における婦人講座
文部省「成人教育講座実施概要』 （大正15年)、文部省『本省主催成人教育講座実施概要』（昭和2年)、文部省『成人教育実施概要』
(昭和3年)、「成人教育労務者教育実施概要」 （昭和4年）より作成。
(表2） 奈良女子高等師範学校における婦人講座の聴講者職種(29）
していたといえる(26)。それは、奈良女高師が
｢本年度ノ開期」が「子女ノ中等学校入学準備
ノ最終期ナルニ依り聴講者ノ減少ヲ患ヒタ
ル｣(27)と報告していたことからも確認できる。
よって聴講者は子どもの教育に熱心な新中間層
の受講が多かったと考える(28)。
そして、聴講者の学歴を（表3）に示したが、
階層の聴講者を想定し、その生活の実情に合う
講座内容を選択していたと考えられる。
つぎに（表2）に受講者の職種を示したが、
大正15(1926)年を除けば主婦が圧倒的に多く、
また大正14(1925)年では聴講者を「家婦は大抵
中産階級の人」と説明があり、時間的にも金銭
的にも比較的余裕のある家庭の主婦が多く参加
－23－
会場
講 座 科 目 （数字は時間数）
公民科
(思想関連） 公民科 家事
家事
経済 衛生 育児
家庭
教育 趣味 裁縫 其の他
開催期間
大正15年
大阪市立
船場小学
校
婦人問題6 台所の理科20
???? ?
生物を
機械と
見て20
9月22日～11月
17日、水・土
午後3時間
昭和2年
大阪市立
船場小学
校
銀行一般
15
遺伝15 園芸15 歴史の話15
9月14日～11月
19日､水・土､午
後1時～4時半
昭和3年
大阪府立
清水谷高
等女学校
思想問頴10
公衆作法
について
10､御大礼
に就いて
10､経済学
大意10
国文学
者とし
ての女
性10
9月15日～29
日、水・土、午
後l～5時。10
月3日～31日
水・土、午後1
時～4時
昭和4年
大阪府立
清水谷高
等女学校
我が国体と
我が女性8，
独逸史上に
おける祖国思
想の発展4
日本の財
政経済の
現状4
衣服
料理の
経済16
家事
経済8
明治の
短歌概
説8
1月11日～3月
5日、水・土
午後1時～4時
学校教員 幼稚園保母 主婦 未婚者 女中 産婆 衛生婦 工業 農業
商業
従事者 備考 合計
大正14年
9(小学櫛｜
導8,高等女
学校教員l)
14．1％
0
0.0％
48
75.0％
1
1.6％
1
1．6％
0
0．0％
0
0．0％
1
(家長）
1．6％
1
1．6％
学生l、事務員2
4.7％
64
100.0%
大正15年
60
30.6％
0
0.0％
51
26.0％
1
0.5％
2
1.0％
0
0.0％
2
(家長1）
1.0%
1
(家長）
0.5％
48
(家長）
24.5％
会社・銀行員15、神職・
僧侶(家長）1，医師(家
長)5，弁護士(家長)1、
看護婦l、その他8
15．8％
196
100.0％
昭和2年
10
10．9％
1
1.1％
47
51.1％
30
32.6％
2
2．2％
1
1．1％
0
0.0％
0
0．0％
0
0.0％
0
0．0％
裁縫教師1
1.1％
92
100.0%
昭和3年
31
27.4％
7
6.2％
47
41.6％
21
18．6％
0
0.0％
3
2.7％
1
0．9％
0
0.0％
0
0.0％
0
0．0％
裁縫教師1,修業中2
2.7％
113
100．0％
昭和4年
49
36.8％
9
6.8％
55
41.4％
16
12．0％
0
0.0％
2
1.5％
1
0．8％
0
0.0％
0
0.0％
0
0．0％
華道1
0.8％
133
100．0％
中等学校卒業者が圧倒的に多といえ、それはま
ママ
さに当初に奈良女高師が想定した「中等女学校
ノ課程ヲ修了シタル者及之二相当シタル者｣(資
料2）であったといえる。しかし、このことは
文部省の理想とは異なっていた。というのも、
すでに第1章で述べたが、文部省自身が開催し
た婦人講座（於東京女子高等師範学校）で、文
部省は「学力ノ低キモノ」に優先的に聴講を許
可していたからだ(釦)。
また、興味深いのは、 （表2）の聴講者の職
種が主婦に次いで多いのが教員であることだ。
このことは、文部省の意向とは全く異なってい
たといえる。なぜなら、文部省は昭和2(1927)
年から昭和4(1929)年まで一貫して「教員二対
スル講座ノ如キハ之ヲ避クルコト｣(32)と指導し
てきたからだ。実際に、文部省は自身が開催し
た婦人講座（於東京女子高等師範学校）におい
て、聴講者のうち「教員ダル者等ハナルベク之
ヲ排除｣(羽)していた程に注意を払っていたので
ある。だが、奈良女高師は「如何二本講座ノ家
庭婦人ノミナラズ、比較的修養機関ヲ有スル学
校、園職員二必要ナルカヲ証セラレタルモノト
信ズ」 (34)と教員の参加を好ましいとしたのであ
る。
では次に、聴講者の年齢をみると、 （表4）
のように年代は様々であるが、比較的若い女性
(表3）奈良女子高等師範学校による婦人講座の聴講者学歴(31）
(表4） 奈良女子高等師範学校における婦人講座の聴講者年齢(36）
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?
尋常小学
卒業
高等小学
卒業
補習学校
卒業
中等学校
中退
中等学校
卒業
専門学校
中退
専門学校
卒業以上
その他 合計
大正14年 不明
大正15年
12
6.3％
30
15．7％
13
6.8％
5
2．6％
113
59.2％
0
0．0％
6
3.1%
不明12
6.3％
191
100.0%
昭和2年
9
9.8％
13
14､1%
5
5．4％
4
4．3％
60
65.2％
0
0．0％
1
1.1%
0
0.0％
92
100.0%
昭和3年
0
0.0％
18
15.9%
5
4．4％
2
1.8％
84
74.3％
1
0．9％
3
2．7％
0
0.0％
113
100.0%
昭和4年
0
0.0％
14
10．5％
9
6．8％
0
0.0%
99
74.4％
0
0．0％
4
3．0％
7
5.3％
133
100.0％
20歳未満21～25歳26～30歳31～35歳36～40歳41～45歳46～50歳51～55歳56～60歳60歳以上 合計
大正14年
6
8.6％
32
45．7％
0
0．0％
24
34.3％
7
10.0%
1
1.4%
0
0．0
70
100.0％
大正15年
18
9.4％
35
18．3％
35
18.3%
26
13．6％
46
24.1％
25
13.1%
0
0．0％
6
3.1％
0
0.0％
0
0．0％
191
100.0％
昭和2年
9
9.8％
26
28．3％
15
16．3％
6
6.5％
15
16.3%
15
16.3%
5
5．4％
1
1.1%
92
100.0％
昭和3年
14
12．4％
27
23．9％
18
15．9％
10
8.8％
21
18.6%
18
15．9％
5
4．4％
0
0．0％
113
100.0％
昭和4年
9
6.8％
22
16．5％
30
22.6％
24
18．0％
23
17.3%
15
11．3％
6
4．5％
4
3.0％
0
0.0%
0
0．0％
133
100.0％
も、実際には聴講者は集まらなかった。第1回
婦人講座では申し込み締め切りを延長してまで
募集したにもかかわらず、 「始メ本会二申込ミ
シマシタ人員一○四名アリマシタガ、其ノ内
十四名ハ会費ヲ納メズー回モ出席シナカツタ
為、結局会員ハ九十名ニナリマシタ｣(41)という
ように、大きく定員（200名）を割ることにな
ったのである。第2回婦人講座では聴講者が増
えて「第1回ノ百○四名二比シ約二倍ニ達シ、
頗ル盛況」というものの、それでも「聴講申込
者百九十一名」と200名の定員を割った(42)。こ
こで聴講者数等を（表5）に示すと、昭和4
(1929)年に募集定員を150名へと縮小しても定
員を割り続けたことがわかる。
が聴講していたことがわかる。このことも文部
省の理想とは異なる現実であったといえる。な
ぜなら、すでに述べたように、文部省が東京で
開催した婦人講座（於東京女子高等師範学校）
において「年齢ノ高キモノ及特二熱心ナルモノ
ニ」優先的に聴講を許可したように、若くない
女性の受講を推進していたからである(35)。
以上のことから、奈良女高師における聴講者
の属性をみると、高学歴者、教員、比較的に若
い年齢の者が多かったことがわかる。これは、
文部省の理想とする聴講者像（｢学力ノ低キモ
ノ」、教員ではないこと、 「年齢ノ高キモノ｣）
とは正反対であった。では次に聴講者の数に着
目しながら、婦人講座の実情をみていきたい。
ノ
(表5） 奈良女子高等師範学校における
婦人講座の聴講者数(43）
第3章続く定員割れと連続聴講者の存
在
既に述べたように、奈良女高師は大正14
(1925)年の第1回婦人講座について、文部省の
方針に従い、 「中等学校の教育を受ける事の出
来なかった成年婦人」を主たる聴講者とし、
200名を定員として募集した。そして、奈良女
高師は「募集ハ大阪市婦人連合会ニテ引受ケ
ニ百人位出来ル見込｣(37)と考え、募集のビラ
900枚の配布(銘)や新聞報道(39)などを行った。し
かし、聴講生は集まらず、以下のように報道さ
れている。
それに加えて、 「三分ノー以上出席｣(")でき
た修了者の数が少ない問題があり、大正15
ママ
(1926)年に「出席者ハ比較的少ク、三分フムヨム
ニE蹄修了証書ノ授与セシ者ハ八十七名デアリ
ママ
テ、昨年第一回ノ七十名二比シ、僅力十七名ノ
増二過キザリシハ多少遺憾トスル所デアリマ
ス」という(45)。全国の婦人講座修了者の割合が
7割を超えるところが大半であったことをふま
えると(")、奈良女高師のそれは、（表5）のよ
うに昭和3年を除けば格段に低かったことがわ
かる。
ではなぜ奈良女高師の婦人講座は定員を大き
く割り、修了者が少なかったのか。それは、既
に述べたように、実質的には高学歴の聴講者を
対象として講座が開催されていたためではない
(資料4）「申込みが少い文部省の成人教育
婦人講座」(“）
文部省主催で我国最初の試みとして、成人
教育婦人講座が最近大阪で開かれることは既
報したが、其後申込みが少<、予定の二百名
に達しないので、十日の締切を延期して十三
日までとし、申込者の資格を問はず募集する
こととなった
このように、 さまざまな手段で募集を行う
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定員 聴講者数 修了者数
大正14年 200 90 70
大正15年 200 191 87
昭和2年 200 92 45
昭和3年 200 113 82
昭和4年 150 133 81
だろうか。この時期は高等女学校へ通う女性が
増えていた時期とはいえ、女性全体からみれば
高等女学校卒業者は高等小学校のそれに比較す
れば多くはなかった(47)。ゆえに高学歴者を中
心に集めて定員を満たすことは現実的ではなか
ったと考えられる。
また、講座の内容にも一因があるようだ。既
に述べたように、講座の内容は全国の婦人講座
では「家事」「衛生」の科目を置いたり、女性
に直接的に必要な技術を教えるところが多かっ
た(蛤)。これに比して、奈良女高師ではそれを
全く設定していない時期（昭和2(1927)年、昭
和3(1928)年）がみられ、「銀行一般」 （昭和2
(1927)年)、「経済学大意」 （昭和3(1928)年)、
｢日本の財政経済の現状」 （昭和4(1929)）など
を設定していたのである（本論表1参照)。ま
た、聴講者のアンケートには、 「婦人講座トシ
テ子女教養二直接関係鶏ｱﾙ講座｣"'1を望む
声があり、講座内容の改善が求められていたの
である。また、 「期間長期二過グ、一ヶ月半程
度｣(50)という声もあり、奈良女高師の婦人講座
は、主婦の実生活に対応できていなかったとも
考えられる。
だが、定員割れ、修了者の少なさが奈良女高
師の課題とされた一方で、連続聴講者の割合が
高いという特徴がみられた。以下の（表6）の
ように、特に昭和2(1927)年、昭和4(1929)
年において聴講者の約4割が連続聴講者（前年
度と今年度の連続受講者）であった。
このように、定員割れの状況で連続聴講者が
多いことから、ごく一部の女性のみが婦人講座
を聴講していたといえる○だが、興味深いのは、
奈良女高師が連続聴講者の存在をもって「本講
座ノ効果」と文部省に報告したことだ(52)。各
府県や直轄学校の婦人講座の報告をみると、奈
良女高師以外に連続受講者を評価した例は管見
の限り見当たらない(53)oゆえに特に奈良女高
師における婦人講座では、聴講者を広く求める
というよりは、限定的にとらえていたと考えら
れる。それは広く一般の女性を対象としていた
文部省の意向とは異なっていたといえるだろ
う。
おわﾚﾉに
これまでの研究では、文部省の社会教育政策
が一体どのような聴講者を想定して進められて
いたのかについて、さほど問題にされることは
なかった。しかし、本論で婦人講座の実態に注
目することで、文部省と委嘱先（奈良女高師）
との間には、聴講者像の違いがみられたことが
明らかとなった。
文部省は中等教育を受けていない者を中心と
する、広く一般の国民を聴講対象の理想として
いた。ゆえに講義内容を平易にすること、聴講
料を徴収しないこと、聴講者が教員に偏らない
ようにすること、高齢者を優遇すること等を文
部省は考えていたのである。
他方、奈良女高師は中等教育修了者を中心と
し、限定的に聴講対象をとらえていた。実際、
聴講者には新中間層の比較的若い、高等女学校
卒業者、教員が多く、文部省の理想とは大きく
かけ離れていたのである。しかし奈良女高師は
そのことを全く問題だと考えていなかった。で
は、このような文部省と奈良女高師の聴講者像
をめぐる違いはなぜ生じたのだろうか。
まず、婦人講座における文部省の聴講者像
は、成人教育講座におけるそれと深いかかわり
(表6）奈良女子高等師範学校における
婦人講座の連続聴講者数(51）
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定員 聴講者数 連続聴講者数
大正14年 200 90
大正15年 200 191 31
昭和2年 200 92 36
昭和3年 200 113 15
昭和4年 150 133 50
があると考える。たとえば文部省は奈良女高師
に対して「聴講者資格ハ御承知の通りの施設二
付、主として正規の学校教育を受け得ざる者」
と指示したり、婦人講座の時間数について「大
阪外語始め、他方ハー科目約三十時間」と言及
し、成人教育講座を模範として挙げていた(")。
また拙論で明らかにしたように、婦人講座開設
について、各委嘱先へ出した一連の文部省の指
示文書（謄写版）は、成人教育講座へのそれと
同一のものだった(55)。このように、文部省は
婦人講座の開設を指示する際、成人教育講座に
倣う形で進めてきていたのである。よって文部
省は成人教育講座と同様に、婦人講座において
も高学歴ではない者を聴講対象としたといえる
だろう。
このように考えた文部省に対し、奈良女高師
は高等教育機関、教員養成機関という性格ゆえ
に、婦人講座を高学歴の女性、教員の再教育の
場として考えていたと思われる。その背景には、
従来の良妻賢母教育について科学的知識のなさ
が当時は問題視され、高等女学校卒業後の女性
に対する最先端の科学的知識の再教育の必要性
が問われていたことが挙げられる(56)。そして、
｢如何二本講座ノ家庭婦人ノミナラズ、比較的
修養機関ヲ有スル学校、園職員二必要ナルカヲ
証セラレタルモノト信ズ」 (57)というように、奈
良女高師は高学歴の主婦、教員の参加こそが婦
人講座の意義であると考えていたのである。
では最後に、今後の課題について述べたい。
宮坂広作によると「(文部省による－注筆者）
大正期の社会教育政策中、かなりの比重がおか
れた生活改善運動」は、 「都市中間層を主たる
対象に」展開されたという(58)。そうだとする
ならば、文部省は生活改善運動の一連の流れで
成人教育講座や婦人講座を開設したにもかかわ
らず、なぜ「都市中間層」を主たる対象としな
かったのだろうか。これについては今後、検討
していきたいと思う。
注
（1） 文部省主催成人教育婦人講座の開催以前
は、文部省主催成人教育講座が開催されて
おり、第1回は大正12(1923)年に大阪外国
語学校が委嘱された。また、大正13(1924）
年には文部省は女性の聴講を認め、成人教
育講座を大阪市、福岡市等6ヶ所で開催し
たが、女性聴講者は僅少であり、事実上は
男性聴講者が主たる対象であった（文部省
『大正十三年度成人教育講座実施概要』)。
（2） 昭和5(1930)年以降、奈良女高師は婦人
講座を改編し、文部省主催母の講座を開催
していった。
（3） 小尾範治「女子社会教育の急務」 『社会
教育』第4巻4号、昭和2(1927)年4月、
4～5頁。
（4） 婦人講座が後に母の講座へ変化すること
のみが記され、それがどのようなものだっ
たのかについては、全く説明されていない
（国立教育研究所編『日本近代教育百年史』
第8巻社会教育(2)、東洋館出版社、昭和
49(1975)年、435～436頁、宮坂広作『近代
日本社会教育政策史』国土社、昭和41
（1966)年、160～164頁)。なお、成人教育
講座の実態解明に取り組んだものとして、
小樽市の事例を明らかにした鈴木真理の論
文がみられるが、資料的制約ゆえに成人教
育講座の実施過程は明らかにされておら
ず、 また婦人講座についてもほとんど触れ
られていない（鈴木真理「昭和初期文部省
主催成人教育講座に関する考察」 『社会教
育学・図書館学研究』第12号、東京大学教
育学部社会教育学研究室、昭和63(1988）
年)。
（5） 森岡伸枝「1920年代における文部省主催
『成人教育婦人講座』－文部省の指示と各
府県での実態に着目して－」 『教育科学
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セミナリー」第42号、関西大学教育学会、
2011年。ここでは全国の婦人講座の開催状
況を明らかにし、文部省が婦人講座を「思
想善導を中心とする」ものと考えていなか
ったのではないかと述べた。
（6） 山村淑子「戦時期における母性の国家統
合一文部省『母の講座』を中心として
－」 『総合女性史研究』21巻、総合女性
史研究会、平成16(2004)年、30～34頁。
（7） 『大阪府教育百年史』第1巻概説編、大阪
府教育委員会、昭和48(1973)年、1032~
1035頁。
（8） 「24-成人教育・社会教育」『校史関係
史料目録』 （奈良女子大学附属図書館、平
成3(1991)年）に婦人講座に関する資料が
分類されており、この目録に沿って第1次
資料が奈良女子大学附属図書館に所蔵され
ている。
（9） 「大正十四年度成年婦人講座書類』奈
良女子大学附属図書館所蔵。
(10)これは「案」であるが、発送の日付が記
載されており、ほぼ同一の文書が発送され
たと思われる（前掲『大正十四年度成年
婦人講座書類』)。
(11)文部省小尾範治から奈良女高師校長槇山
栄次宛の書簡。文書の終りに3月26日とあ
る（前掲『大正十四年度成年婦人教育講
座書類』)。
(12） 「小尾文部書記官二回答案」大正十四年
四月一日起案（前掲「大正十四年度成年
婦人教育講座書類』)。これは「案」である
が、大正14(1925)年4月4日付の文部省か
らの返事の内容から、この「案」と同一の
文書が文部省へ提出されたものと思われ
る。
(13)前掲『大正十四年度成年婦人講座書類』。
(14)文部省『成人教育』社会教育叢書第3号、
大正13(1924)年、52頁。
(15)発普168号「成人教育施設二関スル件」
昭和2(1927)年5月24日、文部省普通学務
局長関屋龍吉が奈良女高師校長槙山栄次へ
宛てた文書（『昭和二年度成人教育講座
書類」奈良女子大学附属図書館所蔵)。こ
れは宛名部分を記入していない謄写版の文
書であり、同一の文書が全国の成人教育講
座や婦人講座の委嘱先へ出されたものとみ
られる。
(16)文部省が東京で開催した成人教育講座
（於東京帝国大学） と婦人講座（於東京女
子高等師範学校）の報告文書（文部省『昭
和三年度成人教育実施概要』昭和3
(1928)年)、13頁。
(17） 文部省『昭和二年度成人教育講座実施
概要』 10頁。
(18） 前掲小尾「女子社会教育の急務｣。
(19)大正14(1925)年4月4日付の文部省小尾
範治から奈良女高師校長槇山栄次宛の書簡
（前掲『大正十四年度成年婦人教育講座
書類』)。
(20） 「案」大正14(1925)年4月6日起案、4
月6日発送（前掲『大正十四年度成年婦
人教育講座書類』)。
(21)大正14(1925)年4月9日付の文部省小尾
範治が奈良女高師に宛てた書簡では、奈良
女高師の4月6日発送の案は「大変結構」
であるという （前掲『大正十四年度成年
婦人教育講座書類』)。
(22） 森岡前掲論文。
(23） 森岡前掲論文。
(24） 奈女高師教第664号「案」（前掲『昭和二
年度成人教育講座書類』)。これは奈良女
高師校長より文部省普通学務局長宛の報告
書の写しで、昭和2(1927)年「十二月五日
発送」とある。
(25） 『昭和三年度成人教育講座書類』 （奈良
女子大学附属図書館所蔵）に綴じられてい
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た謄写印刷物。これは講義の際に聴講者に
配布したと思われる資料である。
(26） 「大当りの文部省成人教育の婦人講座」
『読売新聞』大正15(1926)年2月23日、朝
刊7面。
(27） 奈女高師教第185号「文部省社会教育局
成人教育課長二報告書案」 （『昭和四年度
成人教育書類』奈良女子大学附属図書館所
蔵)。 なお、昭和5(1930)年3月15日発送
とある。
(28） 受講者を新中間層とみなすためには、
（表2）の主婦・未婚者の父母や夫の職業
を明確にする必要があるだろう。だが、受
講者のメインを｢家婦は大抵中産階級の人」
と奈良女高師が想定していたことから、実
際に新中間層の受講が多かったと推測す
る。
(29） 『大正十四年度成年婦人講座書類』 『大
正十五年度成人教育講座書類』 『昭和二
年度成人教育講座書類』 『昭和三年度
成人教育講座書類』 『昭和四年度成人教
育書類』 （いずれも奈良女子大学附属図書
館所蔵） より作成。
(30） 前掲『昭和三年度成人教育実施概要』
13頁。
(31）注29に同じ。
(32） 前掲発普168号「成人教育施設二関スル
件｣。なお、文部省により同様の指示が昭
和4(1929)年まで毎年出された（前掲『大
正十四年度成年婦人講座書類』 『大正
十五年度成人教育講座書類』 『昭和二年
度成人教育講座書類』 『昭和三年度成
人教育講座書類』 『昭和四年度成人教育
書類』)。
(33）前掲『昭和三年度成人教育実施概要』
13頁。
(34）注27に同じ。
(35） 前掲「昭和三年度成人教育実施概要』
13頁。
(36） 注29に同じ。
(37） 「大正十四年三月十日（火）午後三時十分
開会」の評議会議事録（『大正十一年四月
以降評議会記録』奈良女子大学附属図書
館所蔵)。
(38） 「案」 （前掲『大正十四年度成年婦人講
座書類』)。これは奈良女高師より大阪市教
育課宛の文書の｢案｣であり、大正14(1925)
年「七月十七日発送」とある。
(39） 「成人教育に公民科と婦人講座」 『読売新
聞』大正14(1925)年6月10日、朝刊5面。
(40） 「申込みが少い文部省の成人教育婦人
講座｣｢読売新聞』大正14(1925)年9月11日、
朝刊7面。
(41)奈女高師教第487号「案｣。これは奈良女
高師校長より文部省普通学務局長宛の報告
「案｣である。なお、大正14(1925)年｢十一
月十九日発送」とある（前掲『大正十四年
度成年婦人教育講座書類』)。
(42） 奈女高師教596号「文部省普通学務局長
二報告案」 （前掲『大正十五年度成人教
育講座書類』)。なお、大正15(1926)年の
「十一月二四日発送」と記されている。
(43） 注29に同じ。
(44） 注42に同じ。
(45） 注42に同じ。
(46） 文部省『大正十五年成人教育講座実施
概要』、文部省『昭和二年本省主催成人
教育講座実施概要』、文部省『昭和三年
成人教育実施概要』、文部省『昭和四年
成人教育労務者教育実施概要』。
(47） 橋本紀子『男女共学制の史的研究」 （大
月書店、平成4(1992)年)。
(48） 森岡前掲論文。
(49） 注34に同じ。
(50)注24に同じ。
(51） 注29に同じ。
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(52）
(53）
(54）
(55）
(56）
注50に同じ。
注46に同じ。
注19に同じ。
森岡前掲論文。
小山前掲書、 167頁。小山によると、文部
省督学官棚瀬源太郎、文部省普通学務局長
赤司鷹一郎などが、これまでの高等女学校
をはじめとする女子教育全般の内容が科学
的でないという批判を行っている。
注27に同じ。
宮坂前掲書、 187頁。ここで宮坂は「大
正デモクラシーと社会教育」の題目で成人
教育講座と生活改善運動を並べて紹介して
(57）
(58）
いる。
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